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刑務所出所者等の社会復帰支援対策に関する 

行政評価・監視 

＜調査結果に基づく勧告＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省では、刑務所出所者等への実効性のある社会復帰支援対

策を推進し、再犯防止を図る観点から、刑務所出所者等に対する

就労支援や住居確保及び福祉的な支援並びに満期釈放者等に対す

る指導・支援の取組状況等を調査し、その結果を取りまとめ、必

要な改善措置について勧告することとしましたので、公表します。

【本件連絡先】 

総務省行政評価局 

   農林水産・環境・防衛担当評価監視官室 

  担 当：生沼、佐々木、今橋 

  電話（直通）：０３－５２５３－５４３９ 

  Ｆ Ａ Ｘ：０３－５２５３－５４４３ 

  Ｅ－ｍａｉｌ：https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html 

※ 結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka.html



刑務所出所者等の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告(概要)
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(注)  厚生労働省により、各都道府県に設置。福祉施設との橋渡し業務等を担う。

勧告日：平成26年３月25日
勧告先：法務省、厚生労働省

出所後の不安定な生活基盤（就労、住居等）

要因

再犯防止対策の推進による良好な治安の確保

勧告の主な内容

連携強化

受入れの促進

連携強化

充実強化

・刑務所等・保護観察所と公共職業安定所の連携不足

・満期釈放者への釈放前の指導が不十分

・更生保護施設等への受入れが不十分

・刑務所等・保護観察所と地域生活定着支援センター(注)

の連携不足

主な調査結果

目標

社会復帰に
必要な知識

刑務所出所者等の社会復帰支援対策

施策

再犯防止が刑事政策上の最重要課題
再犯者の割合（検挙人員中）の上昇（５割）
再入者の割合（入所者中）の上昇（６割）
満期釈放者はその過半数が５年以内に再入所（仮釈放者は３割）

「「世界一安全な日本」創造戦略」
（平成25年12月10日閣議決定）

再犯防止対策を推進

安
定
し
た
生
活
基
盤
の
確
保

就労

住居

背景

就労支援

行き場のない出所者等の住居確保

高齢者・障害者への福祉的な支援

釈放前の指導



-2-

１ 就労支援の適正かつ効果的な実施

２ 住居確保の推進

○連携強化

○職業訓練科目
の見直し

○ 刑務所等・保護観察所と公共職業安定所の連携不足

・ 刑務所と安定所間の調整（回数、人数等）が不足

→支援対象者（受刑者）の９割に対し、職業相談等が未実施

支援対象者（保護観察対象者）が安定所に来所せず
保護観察所と安定所間の連絡が不足

→職業相談等が未実施

○ 定員充足率が低調である職業訓練科目の見直しが不十分

・ 具体的な原因分析や定員を充足させる取組等が不十分

結果報告書Ｐ2～4、30～31

保護観察所

就労支援の仕組み 調査結果

刑務所等 公共職業安定所

受刑者等に
職業相談等
を実施

職業訓練の実施

就労支援の実施

保護観察
対象者等に
職業相談等
を実施

就労支援の実施

○受入れの促進

勧告

○ 更生保護施設及び自立更生促進センター(注)への受入れ
が不十分

・ 年間収容率が全国平均（８割）を下回る更生保護施設 47/103施設
・ 全国４センターの年間収容率の平均 ３割

（要因）
帰住先変更の働き掛けが不十分

調査結果 結果報告書Ｐ65～68

刑務所等 保護観察所

行き場のない出所者等の住居確保の仕組み

(注)  親族等や民間の更生保護施設等では円滑な社会復帰が難しい刑務所出所者等を対象とした

国立の更生保護施設。福岡県、福島県、北海道及び茨城県の４か所に設置。更生保護施設、
自立更生促進センター

親族等との調整

勧告

受入れを委託等

更生保護施設等
との調整

受刑者等

協力依頼

親族等を
帰住先として希望

不調 ＯＫ帰住先変更
の働き掛け

更生保護施設等を
帰住先として希望

保護観察対象者
等の来所が必要

調整（回数、人数等）

協力依頼

調整（回数、人数等）

（広島）

（札幌、山形、広島、高松、福岡）

溶接科〔札幌(20％)〕、建築塗装科〔札幌(20％)〕、内装施工科〔福井(15％)〕

・



高齢者・障害者の中から
支援候補者を選定
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３ 福祉的な支援の適正かつ円滑な実施

○連携強化

勧告

４ 満期釈放者への指導・支援の充実

○ 刑務所等・保護観察所と地域生活定着支援センター
の連携不足

・ 支援候補者の選定の遅延

→支援センターの調整期間が確保できず

→保護観察所が調整依頼断念

候補者選定段階から支援センターが参画

調査結果

○充実強化

○全国共通の
電話番号の
導入・周知

勧告

○ 満期釈放者への釈放前の指導が不十分

・ 指導がビデオ視聴を中心に３時間弱の刑務所

＜標準的な指導期間は２週間＞

○ 行き場のない満期釈放者が緊急的な保護を求める
場合に連絡先分からず

・ 全国の保護観察所の連絡先を特に周知せず

調査結果

結果報告書Ｐ81～84

結果報告書Ｐ112～114

刑務所等

受入先等を調整
（調整期間は出所前
６か月程度が必要）

通知

保護観察所

支援対象者を選定

高齢者・障害者への福祉的な支援の仕組み

満期釈放者への指導・支援

釈放前 満期釈放後

釈放前の指導

釈放後、社会生活に
直ちに必要となる知識
の付与等

刑務所

どこに連絡・相談？

調整の
依頼

行き場のない
満期釈放者

緊急的な
保護を申出

保護観察所

地域生活定着
支援センター

宿泊場所の
供与等

福祉施設
病院
自宅 等

福祉的な支援の提供

（高松）

（宇都宮、広島、長崎）

（札幌、名古屋、福井）

出所後


